
 

１ 主要な改正点 

(1) 令和６年度介護報酬改定を踏まえた見直し 

令和６年度介護報酬改定により、指定特定施設等において、協力医療機関との連携体制の構

築、感染症対応力の向上、新興感染症発生時等の対応を行う医療機関との連携等の見直しが行

われたことを踏まえ、有料老人ホームにおいても同様の措置を求めることとした。 

 (2) 既存建築物等の活用の場合等の特例について 

   平成30年に改正された建築基準法（平成30年法律第67号）において、戸建住宅等（延べ面積

200㎡未満かつ階数３以下）を福祉施設（有料老人ホームを含む）として利用する場合、在館

者が迅速に避難できる措置を講じることを前提に、耐火建築物等とすることが不要とされたこ

とをを踏まえ、この要件に適合する場合においては、建物を耐火建築物又は準耐火建築物とす

ることを要しないこととした。 

 

２ 市指導指針の改正の適用 

令和６年７月１日から適用する。 
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